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下水道事業受益者負担金の
前納報奨金について

平成３０年１２月１７日

資料１



① 下水道事業受益者負担金の前納報奨金制度は、利用率が
高く、受益者負担金の早期納付に一定の役割を果たしている。
② 他の中核市を調査した結果、現在も前納報奨金制度を採用
している都市は６割以上ある。
③ 平成２９年度以降、都市計画税の賦課のない市街化調整
区域が受益者負担金の主な対象地となってきている。
④ 下水道事業の健全な経営的観点から、前納報奨金の
交付率を見直す余地がある。

第１回公企審（8/29）における
説明内容について

１

今後の方針
①前納報奨金制度は利用状況等を踏まえ継続
②交付率の見直しを検討

今後の方針の説明に意見はなかった



10/11：政策総点検プロジェクトチーム会議

11/16：岐阜市行財政改革推進会議

本日：平成３０年度第２回岐阜市公営企業経営審議会

その後の検討経過について（概要）

２

政策総点検本部
本部長： 市長
副本部長：浅井副市長
本部員： 楢橋副市長、各部長

政策総点検プロジェクトチーム
チームリーダー：浅井副市長
構成員：楢橋副市長

市長公室長、財政部長
企画部長、行政部長

各部プロジェクトチーム
チームリーダー： 部長
構成員： 課長

岐阜市
行財政改革推進会議
（行財政改革の審議会）

外部の有識者及び
民間人で構成

①事業の
洗い出し

②調整

③決定

意
見

平成３０年度政策総点検の実施について
・行政の継続性を尊重しつつ、“岐阜市を動かす”ための新たな施策の実現に向けて、全ての
既存の事業を対象に、地域や社会のニーズにマッチしているか、「政策総点検」を実施

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ



（１）政策総点検プロジェクトチーム会議（10/11実施）
〔上下水道事業部の方針説明〕
①報奨金制度は他都市の状況や対象者（受益者）の利用実態等を
踏まえ継続

②交付率の見直しを検討

〔政策総点検プロジェクトチーム会議での参考意見〕
・報奨金制度のあった市民税や国民健康保険料等については、過去に
制度を廃止しているので、廃止も含めて検討してみてはどうか。
・現在、中核市のうち、約３割の都市が制度を採用していないが、その
経緯などを詳しく調査する必要があるのではないか。

その後の検討経過について

３
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42
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採用している

当初から採用せず

平成８年度
※中核市制度開始
（開始当初は１２都市）

他都市の状況
（平成３０年１０月末現在）

平成３０年度

36
6

10

採用している

採用していたが廃止

当初から採用せず
※２
交付率の平均値：１０．０５％
（本市の交付率：１７．７０％）

交付率の平均値：７．４０％
（本市の交付率：８．８５％）

※１ 平成３０年４月１日時点における全ての中核市５４市（岐阜市含む）を対象に調査。
※２ 交付率の平均値は、負担金制度なしの２市と、廃止前交付率が不明の１市を除く５１市の平均。

改正実績がある都市

前納報奨金採用状況中核市５４市調査※１
（負担金制度なし２市）

⇒

⇒

４

12

採用していない
16



・他の中核市の動向としては、報奨金制度を廃止したり、交付率を下げている
都市が多く、緩やかながら、報奨金制度廃止の方向に向かっている。
・以前は市街化区域内の下水道整備の推進をしており、事業費を確保する
ため、早期納付を目的とした報奨金制度は意義があった。しかし、現在は、
市街化調整区域内の整備が中心で、今後、下水道整備は要望に基づく
地域を限定したものとなり、制度の意義が薄れてきたと言える。
・今後、人口が減少していく中、料金収入の増加が見込めないものの、施設の
老朽化対策や耐震化は必要である。こうした中、今後、収支において財政
状況が厳しくなる見通しがあり、行財政改革の一環（経営の合理化、効率化）
として、報奨金制度の廃止も視野に入れた検討も必要である。
・廃止とした場合は、事業中（着手）の地域を考慮する必要がある。

政策総点検プロジェクトチーム会議での参考意見を受け、

上下水道事業部内で再検討

５

【結論】
・制度の廃止を検討
・事業中（着手）の地域では、経過措置期間を検討



（２）岐阜市行財政改革推進会議（11/16実施）
〔上下水道事業部の方針説明〕
・制度の廃止を検討
・事業中（着手）の地域では、経過措置期間を検討

〔岐阜市行財政改革推進会議での意見〕
・人口が減少している中、報奨金制度ついて、廃止を含めた制度の
見直しを検討することは、大きな流れとして良いのではないか。
・一括納付できる市民と、一括納付できない市民では、制度における
利益享受に不公平感が生じているため、その点を是正できると
良いのではないか。
・制度の見直しにおいて、不公平感が生じないよう経過措置を用いた
慎重な対応が必要になると思われる。

その後の検討経過について

６

Ⅱ



まとめ
下水道事業の健全な経営的観点から、報奨金制度について、
廃止を前提に見直す。

課題
① 事業に着手している地域への考慮
② 受益者（市民）への周知
③ 受益者負担金を管理する事務処理システムの改修

今後の方針について

７

今後の方針
・周知期間を経て、制度を廃止
・事業中（着手）の地域については、経過措置の期間を検討



８

下水道整備事業及び負担金賦課の状況について（その１）

（一日市場地内）

平成２６年１１月
住民説明会を
実施済。
（一日市場１丁目
地内対象）

平成２８年１０月
住民説明会を実施済。
（一日市場２、３、４丁目
地内対象）

参照１



９

下水道整備事業及び負担金賦課の状況について（その２）

（加野７丁目地内）

岩井東団地

石原台団地
ニュー丸山苑

平成２５年６月
平成２９年１月
岩井東団地の住民説明会を
実施済。

平成２７年１１月
石原台団地、ニュー丸山苑
合同で自治会役員に
対して説明会を実施済。

平成３０年１２月～翌１月
石原台団地の全住民に
対して説明会を実施予定。

参照２


